
令和７年度阪神産農産物パワーアッププロジェクト（阪神有機農業推進）事業実施要領 

 

第１ 趣旨・目的 

 令和７年度阪神北県民局地域躍動推進費補助金交付要綱に定める阪神アグリ

パーク構想推進事業（阪神産農産物パワーアッププロジェクト（阪神有機農業推進

事業））（以下、「本事業」という）は、有機農業の実践に必要な機材等の導入を支

援することにより、阪神地域管内における生産から消費までのフードチェーンの

モデルを創設し、持続可能な食料システムの構築に向けた有機農業を推進するこ

とを目的とする。また、阪神地域内の家畜排せつ物由来の堆肥等を最大限に活用す

る畜産農家と耕種農家との連携を推進し、同地域内における持続的な農業生産を

図る。 

なお、本事業を実施するにあたり、本事業実施要領において必要な事項を定め

るものとする。 

第２ 事業実施主体 

 本事業の実施主体は、農業者及び農業者の組織する団体とする。 

第３ 事業実施地区 

   本事業の実施地区は、阪神間７市１町（尼崎市、西宮市、芦屋市、伊丹市、宝

塚市、川西市、三田市、猪名川町）とする。 

第４ 事業の内容 

 本事業は、第１の目的の達成に向け、事業実施地区において、有機農業の実践

にかかる下記（１）～（３）の取組に必要な機材等について支援するもので、事

業実施に当たっては別記、実施基準によるものとする。なお、本事業で有機農業

とは、化学的に合成された肥料及び農薬を使用しないことを基本として、環境へ

の負荷をできる限り低減した農業生産の方法を用いて行われる農業をいう。 

（１）面積の拡大 

（２）新たな品目の販売 

（３）新たな環境負荷低減技術の導入 

第５ 事業の募集 

１ 本事業に応募しようとする者は、事業提案書（別紙様式１）及び情報提供同意

書（別紙様式２）を市町に提出するものとする。 

２ 市町は、提出のあった事業提案書等に、本人又は関係者から聞き取りの上作成

した意見書（別紙様式３）を添え、兵庫県阪神北県民局長（以下「県民局長」と

いう）に提出する。 

３ 本事業に応募しようとする者は整備した機材について、原則、農業共済、また

は天災等に対する保障を備えた他の損害保険等（以下、保険等）に加入するもの

とし、当該財産の処分制限期間において保険等への加入の継続に努めるものとす

る。 

４ 県民局長は、別に定める阪神農林振興事務所及び阪神農業改良普及センタ－の

職員で構成する審査会を開催し、事業の採択を決定する。審査結果（採択・不採

択）については、市町を通じ応募者へ通知することとする。 

５ なお、応募のあった事業提案書の総事業費が県民局予算内で執行できる場合

は、書面決議により審査できるものとする。 



６ 採択した事業が少なかった場合や、事業採択後に辞退があった場合等は、必要

に応じて、再募集を行うものとし、その際の手続きについては、第５の１～４の

とおり行うこととする。 

第６ 事業計画の承認手続き 

１ 第５の４により採択通知を受けた応募者は、事業を実施しようとするとき、実

施計画書（別紙様式４）により、県民局長に事業実施計画の承認を申請するもの

とする。 

 なお、申請にあたっては、市町を経由して行うものとする。 

２ 県民局長は、前項の申請を受理したときは、事業実施計画を審査の上、別紙様

式５により承認を行う。 

なお、承認書は市町を通じて申請者に交付するものとする。 

第７ 事業計画の変更 

事業実施主体は、事業計画の内容等に、次の各号に規定するいずれかの変更が

生じた場合は、速やかに第６の規定に準じて変更計画書（別紙様式４）により、

県民局長に事業変更計画の承認を申請するものとする。 

  （１）事業実施主体の変更 

  （２）設置場所の変更 

  （３）整備する機材の変更又は事業の廃止 

  （４）事業費の３０％を超える変更 

第８ 報告 

（１）事業実施主体は、事業を実施した機材等について、事業実績（別紙様式

４）を報告するものとする。 

（２）事業実施主体は、事業を実施した機材等について、事業完了年度の翌年度

の３月末日までに事業実施状況報告書（別紙様式６）を、市町を経由し、

県民局長に報告するものとする。 

第９ 事業の推進体制 

   県民局長は、第１の目的の達成に向け、事業の円滑な推進を図るため、市町やＪ

Ａ兵庫六甲関係営農総合センタ－等との連携を図り、一体となって、地域住民と共

生する都市農業の振興に努めるものとする。 

第 10 補 助 

  県は、予算の範囲内において、本事業の実施に要する経費について、各年度、

阪神北県民局地域躍動推進費補助金交付要綱に定めるところにより、助成を行う

ものとする。 

第 11 その他 

   この要領に定めるもののほか、本事業の実施に関し必要な事項は、県民局長が

別に定めるものとする。 

 

附 則   この要領は、令和７年４月１日から施行する。 

                                                 



（別記） 

令和７年度阪神産農産物パワーアッププロジェクト（阪神有機農業推進）事業実施基準 

 

第１ 一般基準 

１ 事業実施主体は、事業の計画及び実施に当たり、市町もしくはＪＡ兵庫六甲関

係営農総合センタ－等の指導を受けるものとする。 

２ 本事業に係る補助対象事業費は、当該事業実施地区及び事業の実情に即した

適正な現地実行価格により算定するものとし、機材等はそれぞれの目的に合致

したものでなければならない。 

なお、事業費の低減を図るために適切と認められる場合には、直営施工等を積

極的に認めることとする。 

３ 事業実施主体が、自力又は他の助成によって実施中の事業又は既に完了した

事業を本事業に切り替えて補助の対象とすることは、認めないものとする。 

４ 事業実施に伴う、用地の買収、賃借等に要する費用及び補償費は、補助の対象

としないものとする。 

５ 兵庫県認証食品（「ひょうご推奨ブランド」及び「ひょうご安心ブランド」）の

認証の取得に努めることとする。（花き、樹木を除く） 
６ 有機農業を既に実施していること。 
７ 事業実施主体は、事業を活用した機材等の利用状況について、事業完了年度の
翌年度の３月末日までに報告すること。 

  

第２ 事業内容基準等 

事業の内容 事業 

実施 

期間 

採択基準 補助率等 

（第４関係） 

１ 有機農業の実践に必

要な機材等の導入経費 

※除草機、堆肥化装置

等 

 

１年間 次に掲げる要件を満たすこ

と。ただし、１及び２は必須と

し、３から５のうちいずれか一

つ以上を実施することとする。 

なお、応募件数が多数の場合

は、農業所得が全体の収入に占

める割合を重視するとともに、

農産物の販路確保状況を評価す

る。加えて、ひょうご認証食品の

取得状況も考慮する。 

１ 生産した有機農産物につい

て、販売することを目的に生

産を行っていること。 

２ 阪神地域内で既に販路を確

保している、または事業実施

年度中に確保すること。 

３ 面積を拡大すること。 

４ 新たな品目の販売に取り組

むこと。 

５ 新たな環境負荷低減技術の

導入を行うこと。 

 

３分の１以

内 

 

ただし、畜産

農家と連携

する場合は

補助率２分

の１以内と

する。 

 

(補助金額は

350千円以内

とする。） 

 


